
○山口市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則 

平成２４年３月３０日 

規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山口市墓地等の経営の許可等に関する条例（平

成２４年山口市条例第１４号。以下「条例」という。）の施行につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（経営の許可の申請） 

第３条 条例第７条第１項の規定による申請は、墓地等経営許可申請

書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。た

だし、審査に支障がないと市長が認める場合は、一部の書類の添付

を省略することができる。 

（１） 墓地等の位置を明らかにした図面 

（２） 墓地にあっては、敷地の境界から５０メートル以内及び１

００メートル以内、納骨堂にあっては敷地の境界から５０メート

ル以内、火葬場にあっては敷地の境界から２２０メートル以内の

区域の状況を明らかにした図面 

（３） 墓地等に係る土地の公図の写し 

（４） 墓地等の敷地全ての登記事項証明書 

（５） 墓地等の敷地、施設及び構造設備を明らかにした図面 

（６） 申請者が法人（地方公共団体を除く。）である場合にあっ

ては、当該法人の登記事項証明書及び法人の規則又は定款の写し 



（７） 墓地等の経営を行うことを意思決定したことを証する書類

の写し 

（８） 組織図及び責任分掌表 

（９） 財務諸表 

（１０） 中長期的需要及び収支の見込みに関する書類 

（１１） 墓地等の管理方法を記載した書面 

（１２） 墓地及び納骨堂については、使用契約書又は委託契約書

の案 

（１３） 事前協議結果通知書の写し 

（１４） 整備工事完了検査済通知書の写し 

（１５） 他法令に基づく許可等が必要な場合には、当該許可等を

得たことを証する書類 

（１６） その他市長が必要と認める書類 

（経営許可書等） 

第４条 条例第８条第１項の規定による通知は、墓地等経営許可書（様

式第２号）又は墓地等経営不許可通知書（様式第３号）により行う

ものとする。 

（計画の説明） 

第５条 条例第９条第２項の周辺住民等の範囲は、次の各号に掲げる

墓地等の敷地から当該各号に定める距離内に存する自治会の対象地

域に居住する者及び当該地域に存する公共的施設の管理者とする。 

（１） 墓地 １００メートル 

（２） 納骨堂 ５０メートル 

（３） 火葬場 ２２０メートル 



２ 条例第９条第２項に規定する周辺住民等への計画の説明は、次に

掲げる事項について同条第１項の規定による市長への説明が完了し

た後に行うものとする。 

（１） 計画者の住所及び氏名（法人又は団体にあっては主たる事

務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

（２） 墓地等の名称及び所在地 

（３） 墓地等の規模又は構造設備の概要 

（４） 墓地等の維持管理の方法 

（５） 経営開始までの日程 

（６） 工事の方法及び安全対策の概要 

（７） その他墓地等の計画について周辺住民等に事前に説明をす

べき事項 

（事前協議） 

第６条 条例第９条第３項の規定による事前協議の申出は、墓地等経

営事前協議書（様式第４号）に次に掲げる書類を添付して行うもの

とする。ただし、審査に支障がないと市長が認める場合は、一部の

書類の添付を省略することができる。 

（１） 第３条第１号から第１２号まで、第１５号及び第１６号に

掲げる書類（この場合において、当該書類中「申請者」とあるの

は、「計画者」と読み替えるものとする。また、第１５号に係る

書類については、許可等の手続中である場合は、その旨を証する

書類とする。） 

（２） 墓地等の整備工事の工程表 

（３） 墓地等の造成計画平面図 



（４） 墓地等の造成区域に係る断面図 

（５） 墓地等の排水施設計画平面図 

（６） 周辺住民等への説明が終了したことを証する書類 

（７） その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第９条第５項の規定による計画者への通知は、事前協議結果

通知書（様式第５号）により行うものとする。 

３ 条例第９条第６項の大幅な計画変更とは、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

（１） 計画者の変更 

（２） 墓地等の区域の変更 

（３） 納骨堂及び火葬場の施設の変更 

（標識の設置） 

第７条 条例第１０条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとす

る。 

（１） 標識は、様式第６号によるものとし、表示する文字は鮮明

であること。 

（２） 標識は、墓地等の敷地の見やすい場所に設置すること。 

（３） 標識は、容易に破損し、又は倒壊しないように設置するこ

と。 

（４） 標識の設置期間は、条例第９条第５項の規定により計画の

内容が適正である旨の通知を受けた日の翌日から条例第１１条第

２項の規定による通知を受けた日までの間とする。 

２ 計画者は、標識を設置したときは、標識設置届出書（様式第７号）

に次に掲げる書類を添付して市長に届け出なければならない。 



（１） 標識が設置された場所が明示された図面 

（２） 標識の設置状況及び記載内容がわかる写真等 

（整備工事の完了の届出等） 

第８条 条例第１１条第１項の規定による届出は、整備工事完了届出

書（様式第８号）に次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

（１） 墓地等の造成平面図 

（２） 墓地等の造成区域に係る断面図 

（３） 墓地等の排水施設平面図 

（４） 納骨堂及び火葬場にあっては、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）第７条第５項の規定による検査済証の写し 

（５） その他墓地等の施設及び構造設備を明らかにした図面 

２ 条例第１１条第２項の規定による通知は、整備工事完了検査済通

知書（様式第９号）により行うものとする。 

（変更の許可の申請等） 

第９条 条例第１２条第１項の規定による変更の許可の申請は、墓地

等変更許可申請書（様式第１０号）に次に掲げる書類を添付して行

うものとする。ただし、審査に支障がないと市長が認める場合は、

一部の書類の添付を省略することができる。 

（１） 第３条各号に掲げる書類 

（２） 変更前と変更後がわかる書類 

（３） 墓地等経営許可書又は墓地等変更許可書（以下「許可書等」

という。）の写し 

（４） 改葬を必要とする場合は、改葬が完了したことを証する書

類 



２ 条例第１２条第３項の変更の許可に係る事前協議は、第６条第１

項各号に掲げる書類のうち市長が指定したもののほか、前項第２号

及び第３号の書類を墓地等経営事前協議書に添付の上、申し出るも

のとする。 

３ 条例第１２条第３項において準用する条例第８条第１項の規定に

より行う変更の許可の申請に対する通知は、墓地等変更許可書（様

式第１１号）又は墓地等変更不許可通知書（様式第１２号）により

行うものとする。 

（廃止の許可の申請等） 

第１０条 条例第１３条第１項の規定による廃止の許可の申請は、墓

地等廃止許可申請書（様式第１３号）に次に掲げる書類を添付して

行うものとする。ただし、審査に支障がないと市長が認める場合は、

一部の書類の添付を省略することができる。 

（１） 廃止しようとする墓地等の位置を示す図面 

（２） 廃止の理由書 

（３） 墓地等の廃止の許可の申請に関する意思決定をした旨を証

する書類 

（４） 許可書等の写し 

（５） 墓地又は納骨堂にあっては、廃止しようとする墓地又は納

骨堂の利用者の一覧表及び利用者全員の同意書 

（６） 墓地又は納骨堂にあっては、廃止に伴い改葬が必要となる

墓地又は納骨堂の利用者全員の改葬が完了したことを証する書類

の写し 

（７） 墓地又は納骨堂にあっては、墳墓、建物その他の施設を撤



去したことを証する書類 

２ 条例第１３条第３項において準用する条例第８条第１項の規定に

より行う廃止の許可の申請に対する通知は、墓地等廃止許可書（様

式第１４号）又は墓地等廃止不許可通知書（様式第１５号）により

行うものとする。 

（軽微な変更の届出） 

第１１条 条例第１４条の軽微な変更とは、次に掲げる事項の変更を

いう。 

（１） 墓地等の名称 

（２） 墓地等の経営者の住所又は氏名（法人にあっては、主たる

事務所の所在地又は名称若しくは代表者の氏名） 

（３） 墓地等の管理者の住所又は氏名 

（４） 墓地区画数又は納骨基数 

２ 条例第１４条の規定による届出は、変更届出書（様式第１６号）

に変更事項が確認できる書類及び許可書等（当該変更が許可書等の

記載事項を変更する場合に限る。）を添付して行うものとする。た

だし、審査に支障がないと市長が認める場合は、確認できる書類の

添付を省略することができる。 

（利用者募集広告の内容） 

第１２条 条例第１５条第２項の規則で定める広告の内容は、次のと

おりとする。 

（１） 墓地等の名称及び所在地 

（２） 経営者の氏名（法人にあっては名称） 

（３） 経営の許可番号及び許可年月日（墓地、埋葬等に関する法



律（昭和２３年法律第４８号）第１１条の規定により同法第１０

条の許可があったものとみなされた墓地又は火葬場にあっては、

都市計画事業等の認可又は承認を証する番号及び許可又は承認の

年月日） 

（勧告） 

第１３条 条例第１８条第４項の勧告は、勧告書（様式第１７号）に

より行うものとする。 

（公表） 

第１４条 条例第１９条の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 勧告に従わない者の住所及び氏名（法人にあっては、主た

る事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

（２） 墓地等の名称及び所在地 

（３） 勧告の内容 

（４） その他市長が必要と認める事項 

（立入検査） 

第１５条 条例第２１条第２項の身分を示す証明書は、立入検査員証

（様式第１８号）とする。 

（補則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この規則の施行の日の前に、墓地、埋葬等に関する法律施行細則

（昭和５９年山口県規則第２２号）の規定によりなされた手続その

他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみ

なす。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


